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はじめに 
 

日本と韓国は、海峡を挟んで隣り合っており地理的に極めて近い関係にある。

地理的に近いだけではなく、貿易については、日本と韓国は貿易相手国として

近年は互いに第 3位である。また、人の往来については、2010年は日韓双方で
546万人の相互交流が行われ、韓国は国別の訪日外客数で第 1位であり、また、
日本は国別の訪韓外客数で第 1 位である。このように経済や人の交流における
両国の関係は、ますます重要なものとなっている。 

 国土計画の分野に関しては、我が国では 2009年に全国８ブロックの広域地方
計画が策定され、韓国においても 2010年に３つの海岸圏に係る発展総合計画が
策定されたところである。両計画は、県や道という行政区域の枠を越えた広域

的な圏域が主体となって地域発展を目指すものであり、グローバルな展開も重

要な要素と位置づけている。このように、国土計画の分野においても、日韓両

国は互いに欠くことのできないパートナーとなっている。 

 一方、国境を越えた広域的な地域間の連携の取組は始まったばかりであり、

両者にとってメリットのある交流連携の姿や留意点等を明らかにしていくこと

が重要である。そのため、日韓の地域間連携の現状を把握するとともに、有識

者等からなる「日韓における地域間連携の推進に関する研究会」を設置し、両

者にとってメリットのある連携の分野や連携の仕組み等に関して検討を行った。 
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